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議案第１１号 和泉市建築基準法施行条例の一部を改正する条例制定について Ｐ．１３ 

議案第１２号 和泉市立人権文化センター条例の一部を改正する条例制定について Ｐ．１６ 
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議案第１５号 和泉市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について Ｐ．３３ 
議案第２０号 和泉市手数料条例の一部を改正する条例制定について（宅地造成等規制法関係） Ｐ．３５ 
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議案第２３号 大阪府福祉医療費助成制度の改正に伴う関係条例の整理に関する条例制定について Ｐ．４５ 
議案第２４号 和泉市こども・子育て会議条例の一部を改正する条例制定について Ｐ．４９ 
議案第２５号 和泉市任期付市費負担教育職員の給与等の特例に関する条例制定について Ｐ．５１ 

議案第２６号 
和泉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例制定

について Ｐ．６３ 

議案第２７号 
和泉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例制定につい

て Ｐ．６８ 

議案第２８号 
和泉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例制定について Ｐ．７３ 

議案第２９号 和泉市美術館条例の一部を改正する条例制定について Ｐ．９０ 
 



議案第 １０ 号 

 

   和泉市手数料条例の一部を改正する条例制定について 

 

 和泉市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省・国土交通省令第１号）の一部改正に伴い、低炭素建築物新築等

計画及び建築物エネルギー消費性能向上計画の認定等に係る新たな手数料の額を規定するほか、所要の規定の整備を行う必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   和泉市手数料条例の一部を改正する条例（案） 

 

 和泉市手数料条例（昭和３１年和泉市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

新 旧 

別表第２の７（第２条関係） 

項 区分 手数料の額 

認定等の

申請に係

る建築物 

認定等に係る評

価方法 

認定申請に係る床面

積の合計 

（中略） 

２ 

 

 

 

 

一戸建て

の住宅 

 

 

 

 

略 

その他

のもの 

誘導仕様

基準によ

るもの 

２００平方メートル

未満のもの 

２２，４００円 

 

２００平方メートル

以上のもの 

２３，９００円 

その他の

もの 

略 

３ 共同住宅 略 

別表第２の７（第２条関係） 

項 区分 手数料の額 

認定等に

係る建築

物 

認定等に係る評

価方法 

認定申請に係る床面

積の合計 

（中略） 

２ 

 

 

 

 

 

 

一戸建て

の住宅 

 

 

 

 

 

略 

 

 

 

 

    その他の 

    もの 

 

 

 

 

略 

３ 共同住宅 略 
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等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他

のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誘導仕様

基準によ

るもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３００平方メートル

未満のもの 

３９，９００円 

３００平方メートル

以上２，０００平方

メートル未満のもの 

６７，３００円 

２，０００平方メー

トル以上５，０００

平方メートル未満の

もの 

１１９，９００円 

５，０００平方メー

トル以上１０，００

０平方メートル未満

のもの 

１８０，１００円 

１０，０００平方メ

ートル以上２５，０

００平方メートル未

満のもの 

３２８，８００円 

２５，０００平方メ

ートル以上５０，０

００平方メートル未 

５５４，６００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等 
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 満のもの  

５０，０００平方メ

ートル以上のもの 

９７１，１００円 

その他の

もの 

略 

（以下略） 

 備考 

  １～５ 略 

  ６ 「誘導仕様基準」とは、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省

令（平成２８年経済産業省・国土交通省令第１号）第１０条第２号イ（２）

及び同号ロ（２）の基準をいう。別表第２の１１において同じ。 

  ７～９ 略 

別表第２の１１（第２条関係） 

項 区分 手数料の額 

変更の認

定申請に

係る建築

物 

変更の認定に係

る評価方法 

変更の認定申請に係

る部分の床面積の合

計 

（中略） 

２ 一戸建て 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

    その他の 

    もの 

 

 

 

略 

 

（以下略） 

 備考 

  １～５ 略 

 

 

 

  ６～８ 略 

別表第２の１１（第２条関係） 

項 区分 手数料の額 

 

 

 

変更の認

定申請に

係る建築

物 

変更の認定に係

る評価方法 

変更の認定申請に係

る部分の床面積の合

計 

（中略） 

２ 一戸建て 略 
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の住宅 

 

 

その他

のもの 

誘導仕様

基準によ

るもの 

２００平方メートル

未満のもの 

１１，８００円 

 

２００平方メートル

以上のもの 

１２，６００円 

その他の

もの 

略 

３ 共同住宅

等 

略 

その他

のもの 

誘導仕様

基準によ

るもの 

３００平方メートル

未満のもの 

２０，６００円 

３００平方メートル

以上２，０００平方

メートル未満のもの 

３４，３００円 

２，０００平方メー

トル以上５，０００

平方メートル未満の

もの 

６０，６００円 

５，０００平方メー

トル以上１０，００

０平方メートル未満

のもの 

９０，８００円 

 

 

 

の住宅  

 

 

 

    その他の 

    もの 

 

 

 

 

略 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同住宅

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 
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１０，０００平方メ

ートル以上２５，０

００平方メートル未

満のもの 

１６５，１００円 

２５，０００平方メ

ートル以上５０，０

００平方メートル未

満のもの 

２７８，４００円 

５０，０００平方メ

ートル以上のもの 

４８７，１００円 

その他の

もの 

略 

（以下略） 

別表第２の１６（第２条関係） 

項 区分 手数料の額 

認定等の

申請に係

る建築物 

認定等に係る評

価方法 

認定申請に係る共用

部分を考慮した床面

積の合計 

（中略） 

２ 一戸建て 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    その他の 

    もの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 

（以下略） 

別表第２の１６（第２条関係） 

項 区分 手数料の額 

認定等に

係る建築

物 

認定等に係る評

価方法 

認定申請に係る共用

部分を考慮した床面

積の合計 

（中略） 

２ 一戸建て 略 
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の住宅 その他

のもの 

誘導仕様

基準によ

るもの 

２００平方メートル

未満のもの 

２０，１００円 

 

２００平方メートル

以上のもの 

２１，６００円 

その他の

もの 

略 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同住宅

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 

その他

のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誘導仕様

基準によ

るもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３００平方メートル

未満のもの 

３７，６００円 

３００平方メートル

以上２，０００平方

メートル未満のもの 

６５，０００円 

２，０００平方メー

トル以上５，０００

平方メートル未満の

もの 

１１７，６００円 

５，０００平方メー

トル以上１０，００

０平方メートル未満

のもの 

１７７，８００円 

 

 

の住宅  

 

 

 

    その他の 

    もの 

 

 

 

 

略 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同住宅

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 
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１０，０００平方メ

ートル以上２５，０

００平方メートル未

満のもの 

３２６，５００円 

２５，０００平方メ

ートル以上５０，０

００平方メートル未

満のもの 

５５２，３００円 

５０，０００平方メ

ートル以上のもの 

９６８，８００円 

その他の

もの 

略 

（以下略） 

 備考 

  １ 略 

  ２ 「床面積の合計」とは、認定等の申請に係る建築物の部分の共用部分

を考慮した床面積の合計をいう。ただし、法第３６条第１項の変更の認

定の申請（認定等に係る建築物の部分の共用部分を考慮した床面積の合

計の増加を含むものに限る。）をする場合にあっては、当該増加に係る

建築物の部分の共用部分を考慮した床面積の合計に、当該増加に係る部

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    その他の 

    もの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 

（以下略） 

 備考 

  １ 略 

  ２ 「床面積の合計」とは、認定等に係る建築物の部分の共用部分を考慮

した床面積の合計をいう。ただし、法第３６条第１項の変更の認定（認

定等に係る建築物の部分の共用部分を考慮した床面積の合計の増加を含

むものに限る。）をする場合にあっては、当該増加に係る部分の共用部

分を考慮した床面積の合計に、当該増加に係る部分以外の部分の共用部



新 旧 

分以外の部分の共用部分を考慮した床面積の合計に０．５を乗じて得た

面積を加えて面積とする。 

  ３～５ 略 

  ６ 「誘導仕様基準」とは、省令第１０条第２号イ（２）及び同号ロ（２）

の基準をいう。次表において同じ。 

  ７～９ 略 

別表第２の１７（第２条関係） 

項 区分 手数料の額 

変更の認

定申請に

係る建築

物 

変更の認定に係

る評価方法 

 

変更の認定申請に係

る部分の共用部分を

考慮した床面積の合

計 

（中略） 

２ 一戸建て

の住宅 

略 

その他

のもの 

誘導仕様

基準によ

るもの 

２００平方メートル

未満のもの 

１０，７００円 

 

２００平方メートル

以上のもの 

１１，４００円 

その他の

もの 

略 

分を考慮した床面積の合計に０．５を乗じて得た面積を加えて面積とす

る。 

  ３～５ 略 

 

 

  ６～８ 略 

別表第２の１７（第２条関係） 

項 区分 手数料の額 

変更の認

定申請に

係る建築

物 

変更の認定に係

る評価方法 

 

変更の認定申請に係

る部分の共用部分を

考慮した床面積の合

計 

（中略） 

２ 一戸建て

の住宅 

略 

 

 

 

 

    その他の 

    もの 

 

 

 

 

略 
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３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同住宅

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 

その他

のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誘導仕様

基準によ

るもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３００平方メートル

未満のもの 

１９，４００円 

３００平方メートル

以上２，０００平方

メートル未満のもの 

３３，１００円 

２，０００平方メー

トル以上５，０００

平方メートル未満の

もの 

５９，４００円 

５，０００平方メー

トル以上１０，００

０平方メートル未満

のもの 

８９，６００円 

１０，０００平方メ

ートル以上２５，０

００平方メートル未

満のもの 

１６４，０００円 

２５，０００平方メ

ートル以上５０，０ 

２７７，３００円 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同住宅

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 
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００平方メートル未

満のもの 

 

５０，０００平方メ

ートル以上のもの 

４８６，０００円 

その他の

もの 

略 

（以下略） 

別表第２の２０（第２条関係） 

略 

 備考 

  １～３ 略 

  ４ 「仕様基準等」とは、仕様基準、省令第１条第１項第２号イ（２）及び

同号ロ（２）の基準をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    その他の 

    もの 

 

 

 

 

略 

（以下略） 

別表第２の２０（第２条関係） 

略 

 備考 

  １～３ 略 

  ４ 「仕様基準等」とは、仕様基準、省令第１条第１項第２号イ（２）（ⅰ）

及び同号イ（２）（ⅱ）の基準並びに同号ロ（２）の基準をいう。 

  

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第 １１ 号 

 

   和泉市建築基準法施行条例の一部を改正する条例制定について 

 

 和泉市建築基準法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第６９号）によ

る建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の一部改正に伴い、エネルギー消費性能の向上等を図る建築物に対する形態制限の緩和許可等に

係る手数料の額を規定する必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   和泉市建築基準法施行条例の一部を改正する条例（案） 

 

 和泉市建築基準法施行条例（平成１３年和泉市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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 （確認、検査等の手数料） 

第６８条 略 

２～８ 略 

９ 次の表の中欄に掲げる者は、それぞれ同表の右欄に定める金額の

手数料を納付しなければならない。 

項 区分 金額 

（中略） 

８ 略 

８の２ 法第５２条第６項第３号の規定によ

る認定の申請をしようとする者 

２７，０００円 

（中略） 

１５ 法第５５条第３項又は第４項第１号

若しくは第２号の規定による許可の

申請をしようとする者 

１６０，０００円 

 （確認、検査等の手数料） 

第６８条 略 

２～８ 略 

９ 次の表の中欄に掲げる者は、それぞれ同表の右欄に定める金額の

手数料を納付しなければならない。 

項 区分 金額 

（中略） 

８ 略 

 

 

（中略） 

１５ 法第５５条第３項第１号又は第２号

の規定による許可の申請をしようと

する者 

１６０，０００円 
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（中略） 

１７ 略 

１７の２ 法第５８条第２項の規定による許可

の申請をしようとする者 

１６０，０００円 

（以下略） 

  備考 略 

１０、１１ 略 

 

（中略） 

１７ 略 

 

 

（以下略） 

  備考 略 

１０、１１ 略 

 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 



議案第 １２ 号 

 

   和泉市立人権文化センター条例の一部を改正する条例制定について 

 

 和泉市立人権文化センター条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 和泉市立人権文化センター市民文化ホールについて、現在その供用を休止していることを踏まえ、市有財産の有効活用の観点から、和泉

市富秋中学校区等まちづくり構想に基づく和泉市立人権文化センター及び和泉市立青少年センターの移転及び機能集約に先立って、廃止す

る必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   和泉市立人権文化センター条例の一部を改正する条例（案） 

 

 和泉市立人権文化センター条例（平成１３年和泉市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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 （名称及び位置） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

和泉市立人権文化センター本館 

 

略 

 

（以下略） 

別表（第９条関係） 

  和泉市立人権文化センター本館基本料金 

 

（単位：円） 

 利用時間

区分 

 

利用室名 

午前 午後 夜間 午前・ 

午後 

午後・ 

夜間 

全日 １時間当たり 

9:00 ～

12:00 

13:00～

17:00 

18:00～

22:00 

9:00 ～

17:00 

13:00～

22:00 

9:00 ～

22:00 

9:00 ～

13:00 

13:00～

22:00 

 （名称及び位置） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

和泉市立人権文化センター本館 略 

和泉市立市民文化ホール 和泉市伯太町六丁目１番２０号 

（以下略） 

別表（第９条関係） 

  和泉市立人権文化センター本館及び和泉市立市民文化ホール基

本料金 

（単位：円） 

 利用時間

区分 

 

利用室名 

午前 午後 夜間 午前・ 

午後 

午後・ 

夜間 

全日 １時間当たり 

9:00 ～

12:00 

13:00～

17:00 

18:00～

22:00 

9:00 ～

17:00 

13:00～

22:00 

9:00 ～

22:00 

9:00 ～

13:00 

13:00～

22:00 
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（中略） 

５階料理教

室 
略 

  

 

 

 

 備考 

 

 

 

  １ 市内に居住し、通勤し、若しくは通学している個人又は市内に事務所若し

くは事業所を有する個人若しくは法人その他の団体（以下「市民等」という。）

以外の者が利用する場合の使用料は、基本料金の２倍の額とする。 

 

  ２ 利用者が商業宣伝、営業その他これらに類する目的（以下「営利目的」と

いう。）をもって利用する場合又は入場料その他これらに類するもの（以下

「入場料等」という。）を徴収する場合の使用料は、基本料金の２倍の額と

する。 

  ３ 略 

（中略） 

５階料理教

室 
略 

市民

文化

ホー

ル 

休日 26,250 35,000 35,000 61,250 70,000 96,250 8,750 8,750 

平日 21,000 28,000 28,000 42,000 49,000 63,000 7,000 7,000 

 備考 

  １ 休日とは日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１

７８号）に規定する休日、１月２日、１月３日及び１２月２９日から１２月

３１日までをいい、平日とは休日以外の日をいう。 

  ２ 市内に居住し、通勤し、若しくは通学している個人又は市内に事務所若し

くは事業所を有する個人若しくは法人その他の団体（以下「市民等」という。）

以外の者が市民文化ホール以外の施設を利用する場合の使用料は、基本料金

の２倍の額とする。 

  ３ 利用者が市民文化ホール以外の施設において商業宣伝、営業その他これら

に類する目的（以下「営利目的」という。）をもって利用する場合又は入場

料その他これらに類するもの（以下「入場料等」という。）を徴収する場合

の使用料は、基本料金の２倍の額とする。 

  ４ 略 
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  ４ 許可を受けた利用時間を延長して利用する場合（以下「延長利用の場合」

という。）の使用料は、１時間（１時間に満たないときは１時間とする。以

下同じ。）につき、許可を受けていた利用室の当該延長時間に係る区分の１

時間当たりの使用料を加算した額とする。 

 

  ５ 大会議室における冷暖房装置の使用料は、基本料金の０．４倍の額（延長

利用の場合にあっては、１時間につき、当該延長時間に係る区分の１時間当

  ５ 利用者が市民文化ホールにおいて入場料等を徴収する場合の使用料は、次

の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

  （１）入場料等の最高額が２，０００円を超え４，０００円以下の場合 基本

料金の１．３倍の額 

  （２）入場料等の最高額が４，０００円を超え６，０００円以下の場合 基本

料金の１．５倍の額 

  （３）入場料等の最高額が６，０００円を超える場合 基本料金の２倍の額 

  ６ 市民文化ホールを利用する日の属する月の３月前の１日から利用する日の

当日までの間に申請して同ホールを利用する場合の使用料は、基本料金（入

場料等を徴収する場合にあっては、前項の規定により算出した額）の０．７

５倍の額とする。 

  ７ 市民文化ホールの舞台のみを利用する場合の使用料は、基本料金の０．４

倍の額（前項の場合にあっては、基本料金の０．３倍の額）とする。 

  ８ 許可を受けた利用時間を延長して利用する場合（以下「延長利用の場合」

という。）の使用料は、１時間（１時間に満たないときは１時間とする。以

下同じ。）につき、許可を受けていた利用室の当該延長時間に係る区分の１

時間当たりの使用料を加算した額とする。ただし、第６項の場合における使

用料の算出については、同項の規定は、適用しない。 

  ９ 市民文化ホール又は大会議室における冷暖房装置の使用料は、基本料金（市

民文化ホールの舞台のみを利用する場合にあっては、基本料金の０．４倍の



新 旧 

たりの基本料金を加算した額の０．４倍の額）とする。 

 

 

  ６ 略 

  和泉市立人権文化センター王子町分館基本料金 

 表 略 

  和泉市立人権文化センター幸分館基本料金 

 表 略 

 

額。以下この項において同じ。）の０．４倍の額（延長利用の場合にあって

は、１時間につき、許可を受けていた利用室の当該延長時間に係る区分の１

時間当たりの基本料金を加算した額の０．４倍の額）とする。 

  １０ 略 

  和泉市立人権文化センター王子町分館基本料金 

 表 略 

  和泉市立人権文化センター幸分館基本料金 

 表 略 

 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 



議案第 １３ 号 

 

   特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例制定について 

 

 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 特別職の職員で非常勤のものが公務に出席する際の費用弁償の取扱いを変更するとともに、行政委員会の委員報酬について、府内他市の

状況を踏まえた額に改定する必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年和泉市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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 （費用弁償） 

第４条 略 

２ 市外に住所又は居所がある特別職の職員（市内に通勤し、又は通

学している者を除く。）が公務に出席したときは、その出席につい

て費用弁償として旅費を支給する。 

 

 

３ 前項の特別職の職員以外の特別職の職員が報酬を辞退したとき

は、費用弁償として公務への出席に要した交通費を報酬の額を超え

ない範囲内で旅費として支給することができる。 

４ 前３項の規定により支給する旅費の額及び支給方法については、

和泉市職員旅費条例（昭和３１年和泉市条例第２５号）の規定を準

用する。 

別表（第２条関係） 

 （費用弁償） 

第４条 略 

２ 前項の規定により支給する旅費の額及び支給方法については、和

泉市職員旅費条例（昭和３１年和泉市条例第２５号。以下「旅費条

例」という。）の規定を準用する。 

３ 農業委員会委員又は農地利用最適化推進委員が総会に出席した

ときは、費用弁償として日額６００円を支給する。 

４ 特別職の職員が報酬を辞退したときは、費用弁償として公務への

出席に要した交通費を報酬の額を超えない範囲内で旅費として支

給することができる。 

５ 前項の規定により支給する旅費の種類（旅費条例第３条に規定す

る旅費の種類をいう。）は、鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃とし、

旅費の額及び支給方法は、旅費条例の規定を準用する。 

別表（第２条関係） 
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  特別職の職員で非常勤のものの報酬額 

区分 報酬額 

教育委員会委員 月額 １２５，０００円 

市議会議員の中から選任された監査委員 月額 ３４，０００円 

識見を有する者の中から選任された監査委員 月額 １２８，０００円 

選挙管理委員会委員長 月額 ４４，０００円 

選挙管理委員会委員（委員長である委員を除く。） 月額 ３３，０００円 

公平委員会委員長 月額 ３０，０００円 

公平委員会委員（委員長である委員を除く。） 月額 ２４，０００円 

農業委員会会長 月額 ３９，０００円 

農業委員会副会長 月額 ２９，０００円 

農業委員会委員（会長及び副会長である委員を除く。） 月額 ２８，０００円 

農地利用最適化推進委員 月額 ２８，０００円 

固定資産評価審査委員会委員長 日額 １１，０００円 

固定資産評価審査委員会委員（委員長である委員を除

く。） 

日額 ９，０００円 

（以下略） 

 備考 略 

 

  特別職の職員で非常勤のものの報酬額 

区分 報酬額 

教育委員会委員 月額 ９５，０００円 

市議会議員の中から選任された監査委員 月額 ３０，０００円 

識見を有する者の中から選任された監査委員 月額 ９７，０００円 

選挙管理委員会委員長 年額 ４０６，０００円 

選挙管理委員会委員（委員長である委員を除く。） 年額 ２８３，０００円 

公平委員会委員長 年額 ２３１，０００円 

公平委員会委員（委員長である委員を除く。） 年額 １７９，０００円 

農業委員会会長 年額 ３２０，０００円 

農業委員会副会長 年額 ２５１，０００円 

農業委員会委員（会長及び副会長である委員を除く。） 年額 ２０８，０００円 

農地利用最適化推進委員 

 

年額 ２０８，０００円 

固定資産評価審査委員会委員 

 

日額 ９，０００円 

（以下略） 

 備考 略 

 

 



   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 



議案第 １４ 号 

 

   和泉市一般職の任期付職員の採用に関する条例の一部を改正する条例制定について 

 

 和泉市一般職の任期付職員の採用に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 高度の専門的な知識経験を有する法曹有資格者を特定任期付職員として採用するに当たり、任期付職員の給与の特例を定めるために、所要

の規定の整備を行う必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   和泉市一般職の任期付職員の採用に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

 和泉市一般職の任期付職員の採用に関する条例（平成３１年和泉市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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   和泉市一般職の任期付職員の採用等に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関

する法律（平成１４年法律第４８号。以下「法」という。）の規定

に基づき、職員の任期を定めた採用及び任期を定めて採用された職

員の給与の特例に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （職員の任期を定めた採用） 

第２条 任命権者は、高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有す

る者をその者が有する当該高度の専門的な知識経験又は優れた識

見を一定の期間活用して遂行することが特に必要とされる業務に

従事させる場合には、職員を選考により任期を定めて採用すること

ができる。 

２ 任命権者は、専門的な知識経験を有する者を当該専門的な知識経

験が必要とされる業務に従事させる場合において、次の各号のいず

   和泉市一般職の任期付職員の採用に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関

する法律（平成１４年法律第４８号。以下「法」という。）の規定

に基づき、職員の任期を定めた採用に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 （職員の任期を定めた採用） 

 

 

 

 

 

第２条 任命権者は、専門的な知識経験を有する者を当該専門的な知

識経験が必要とされる業務に従事させる場合において、次の各号に
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れかに該当するときであって、当該者を当該業務に期間を限って従

事させることが公務の能率的運営を確保するために必要であると

きは、職員を選考により任期を定めて採用することができる。 

 

（１）～（４）略 

 （傷病による休職期間の特例） 

第７条 略 

 （特定任期付職員の給与に関する特例） 

第８条 第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（地

方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１５条に規定する企

業職員を除く。以下「特定任期付職員」という。）の給料月額は、

４７２，０００円とする。 

 （特定任期付職員についての給与条例の適用除外等） 

第９条 和泉市職員の給与に関する条例（昭和３８年和泉市条例第１

６号。以下「給与条例」という。）第５条、第６条、第１３条、第

１４条、第１４条の３、第１７条から第１９条まで、第２３条、第

２４条及び第２６条の規定は、特定任期付職員には適用しない。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２４条の２及び第２５条第

２項の規定の適用については、同条例第２４条の２中「管理職手当

を支給する職員」とあるのは「管理職手当を支給する職員及び和泉

掲げる場合のいずれかに該当するときであって、当該者を当該業務

に期間を限って従事させることが公務の能率的運営を確保するた

めに必要であるときは、職員を選考により任期を定めて採用するこ

とができる。 

（１）～（４）略 

 （傷病による休職期間の特例） 

第７条 略 
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市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成３１年和泉市条

例第３号）第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職

員」と、給与条例第２５条第３項中「１００分の６７．５」とある

のは「１００分の１６５」とする。 

 （委任） 

第１０条 略 

 

 

 

 

 

 （委任） 

第８条 略 

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （和泉市職員の勤務時間等に関する条例の一部改正） 

２ 和泉市職員の勤務時間等に関する条例（昭和３２年和泉市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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 （勤務時間） 

第２条 略 

２ 略 

３ 和泉市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成３１年和

泉市条例第３号）第４条の規定により採用された職員（以下「任期

 （勤務時間） 

第２条 略 

２ 略 

３ 和泉市一般職の任期付職員の採用に関する条例（平成３１年和泉

市条例第３号）第４条の規定により採用された職員（以下「任期付
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付短時間勤務職員」という。）の勤務時間は、休憩時間を除き、４

週間を超えない期間につき１週間当たり３１時間までの範囲内で、

任命権者が定める。 

４、５ 略 

  

短時間勤務職員」という。）の勤務時間は、休憩時間を除き、４週

間を超えない期間につき１週間当たり３１時間までの範囲内で、任

命権者が定める。 

４、５ 略 

  

 （和泉市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

３ 和泉市職員の育児休業等に関する条例（平成４年和泉市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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 （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる

職員とする。 

（１）、（２）略 

（３）非常勤職員。ただし、次のいずれかに該当する者及び和泉市一

般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成３１年和泉市条例

第３号）第４条の規定により採用された職員（以下「任期付短時

間勤務職員」という。）を除く。 

  ア、イ 略 

  

 （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる

職員とする。 

（１）、（２）略 

（３）非常勤職員。ただし、次のいずれかに該当する者及び和泉市一

般職の任期付職員の採用に関する条例（平成３１年和泉市条例第

３号）第４条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間

勤務職員」という。）を除く。 

  ア、イ 略 

  

 （和泉市職員の給与に関する条例の一部改正） 



４ 和泉市職員の給与に関する条例（昭和３８年和泉市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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 （職員の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

（１）、（２）略 

（３）任期付職員 和泉市一般職の任期付職員の採用等に関する条例

（平成３１年和泉市条例第３号）第４条の規定により採用された

職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）及び同条例第２

条又は第３条の規定により採用された職員をいう。 

（４）～（６）略 

  

 （職員の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

（１）、（２）略 

（３）任期付職員 和泉市一般職の任期付職員の採用に関する条例

（平成３１年和泉市条例第３号）第４条の規定により採用された

職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）及び同条例第２

条又は第３条の規定により採用された職員をいう。 

（４）～（６）略 

  

 （一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

５ 一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３５年和泉市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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 （短時間勤務職員についての特例） 

第１４条 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の５

第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員、和泉市一般職の任

期付職員の採用等に関する条例（平成３１年和泉市条例第３号）第

 （短時間勤務職員についての特例） 

第１４条 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の５

第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員、和泉市一般職の任

期付職員の採用に関する条例（平成３１年和泉市条例第３号）第４
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４条の規定により採用された職員及び地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０条第３項の規定によ

り同条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職員につ

いてこの条例を適用する場合においては、この条例に規定するそれ

ぞれの特殊勤務手当の月額の上限額は、その額に和泉市職員の勤務

時間等に関する条例（昭和３２年和泉市条例第２９号）第２条の規

定により当該手当を支給される職員について定められた勤務時間

を同条第1項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額と

する。 

  

条の規定により採用された職員及び地方公務員の育児休業等に関

する法律（平成３年法律第１１０号）第１０条第３項の規定により

同条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職員につい

てこの条例を適用する場合においては、この条例に規定するそれぞ

れの特殊勤務手当の月額の上限額は、その額に和泉市職員の勤務時

間等に関する条例（昭和３２年和泉市条例第２９号）第２条の規定

により当該手当を支給される職員について定められた勤務時間を

同条第1項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とす

る。 

  

 （和泉市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

６ 和泉市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４４年和泉市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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 （給与の種類） 

第２条 企業職員で常時勤務を要するもの、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職

を占める職員及び占める職員、和泉市一般職の任期付職員の採用等

に関する条例（平成３１年和泉市条例第３号。以下「任期付職員条

例」という。）第４条の規定により採用された職員（以下「職員」

 （給与の種類） 

第２条 企業職員で常時勤務を要するもの、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職

を占める職員及び占める職員、和泉市一般職の任期付職員の採用に

関する条例（平成３１年和泉市条例第３号。以下「任期付職員条例」

という。）第４条の規定により採用された職員（以下「職員」とい
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という。）、地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度

任用職員及び同法第２２条の３又は地方公務員の育児休業等に関

する法律（平成３年法律第１１０号）第６条第１項第２号に規定す

る臨時的任用職員（以下「職員」という。）の給与の種類は、給料

及び手当とする。 

２～４ 略 

  

う。）、地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用

職員及び同法第２２条の３又は地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第１１０号）第６条第１項第２号に規定する臨

時的任用職員（以下「職員」という。）の給与の種類は、給料及び

手当とする。 

２～４ 略 

  

 



議案第 １５ 号 

 

   和泉市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について 

 

 和泉市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）の一部改正に伴い、出産育児一時金の額を変更する必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   和泉市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 

 

 和泉市国民健康保険条例（昭和３５年和泉市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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 （出産育児一時金） 

第６条の２ 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯

の世帯主に対し、出産育児一時金として４８８，０００円を支給す

る。ただし、健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）第３

６条ただし書の規定に該当する場合は、５００，０００円を支給す

る。 

２ 略 

  

 （出産育児一時金） 

第６条の２ 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯

の世帯主に対し、出産育児一時金として４０８，０００円を支給す

る。ただし、健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）第３

６条ただし書の規定に該当する場合は、４２０，０００円を支給す

る。 

２ 略 

  

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の和泉市国民健康保険条例第６条の２の規定は、この条例の施行の日以後に出産した被保険者に係る出産育児一

時金の額について適用し、同日前に出産した被保険者に係る出産育児一時金の額については、なお従前の例による。 



議案第 ２０ 号 

 

   和泉市手数料条例の一部を改正する条例制定について 

 

 和泉市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第５５号）による宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）の一部改正に

伴い、引用する法律名を改正するほか、所要の規定の整備を行う必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   和泉市手数料条例の一部を改正する条例（案） 

 

 和泉市手数料条例（昭和３１年和泉市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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 （種類及び金額） 

第２条 手数料の種類及び金額は、別に定めがあるもののほか、次の

とおりとする。 

（１）～（１５）略 

（１５）の２ 宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法

律第５５号）による改正前の宅地造成等規制法（昭和３６年法律

第１９１号。次号及び別表第１の３において「旧法」という。）

第８条第１項本文の規定による許可申請 １件につき別表第１

の３に定める額 

（１５）の３ 旧法第１２条第１項の規定による許可申請 １件につ

き別表第１の３に定める額 

（１５）の４、（１６）略 

（１６）の２ 租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３号）第

２０条の２第１４項及び第３８条の４第２４項の規定に基づく

 （種類及び金額） 

第２条 手数料の種類及び金額は、別に定めがあるもののほか、次の

とおりとする。 

（１）～（１５）略 

（１５）の２ 宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第８

条第１項本文の規定による許可申請 １件につき別表第１の３

に定める額 

 

 

（１５）の３ 宅地造成等規制法第１２条第１項の規定による許可申

請 １件につき別表第１の３に定める額 

（１５）の４、（１６）略 

（１６）の２ 租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３号）第

２０条の２第１３項及び第３８条の４第２２項の規定に基づく
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特定の民間再開発事業認定申請 １件につき３１，０００円 

（１６）の３ 略 

（１６）の４ 租税特別措置法施行令第２５条の４第１７項の規定に

基づく地区外転出事情認定 １件につき２４，０００円 

（１７）～（４２）略 

２～５ 略 

別表第１の３（第２条関係） 

項 区分 手数料の額 

１ 旧法第８条第１項本文の規定に

よる許可の申請をしようとする

者 

 

略 

２ 旧法第１２条第１項の規定による許可の申請をしようとす

る者 

略 

３ 

 

 

 

 

 

宅地造成等規制法施行規則第３

０条の規定による書面の交付を

受けようとする者 

 

 

 

旧法第２条第２号の規定

による宅地造成に関する

工事でないことを証する

書面 

略 

旧法第８条第１項本文及

び第１２条第１項の規定 

略 

 

特定の民間再開発事業認定申請 １件につき３１，０００円 

（１６）の３ 略 

（１６）の４ 租税特別措置法施行令第２５条の４第１６項の規定に

基づく地区外転出事情認定 １件につき２４，０００円 

（１７）～（４２）略 

２～５ 略 

別表第１の３（第２条関係） 

項 区分 手数料の額 

１ 宅地造成等規制法（以下この表

において「法」という。）第８

条第１項本文の規定による許可

の申請をしようとする者 

略 

２ 法第１２条第１項の規定による許可の申請をしようとする

者 

略 

３ 

 

 

 

 

 

宅地造成等規制法施行規則第３

０条の規定による書面の交付を

受けようとする者 

 

 

 

法第２条第２号の規定に

よる宅地造成に関する工

事でないことを証する書

面 

略 

法第８条第１項本文及び

第１２条第１項の規定に 

略 
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による許可を受けたこと

を証する書面 

 

 

    

 

 

 

 

よる許可を受けたことを

証する書面 

 

 

    

 

   附 則 

 この条例は、令和５年５月２６日から施行する。 



議案第 ２１ 号 

 

   和泉市空家等及び空き長屋等の適切な管理に関する条例制定について 

 

 和泉市空家等及び空き長屋等の適切な管理に関する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）による規制が及ばない空き長屋等において、当該空き長屋等の適切

な維持管理を推進するために必要な事項を定めるとともに、当該法による規制が及ぶものの適切な維持管理がなされていない空家等に関し

て、緊急安全措置に係る事項を定めることにより、市民の生命、身体及び財産の保護並びに良好な生活環境の保全を図る必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   和泉市空家等及び空き長屋等の適切な管理に関する条例（案） 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、適切な管理が行われていない空家等及び空き長屋等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼ

すことに鑑み、空き長屋等の適切な維持管理を推進するために必要な事項を定めるとともに、適切な維持管理がなされていない空家等に

関して維持管理に必要な事項を定めることにより、市民の生命、身体及び財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、もって

公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、次に掲げるもののほか、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以

下「法」という。）の定めるところによる。 

（１）長屋 ２戸以上の住戸を有する一の建築物であって、隣接する住戸間又は上下で重なり合う住戸間において内部で往来することがで

きない完全に分離された構造を有するもののうち、廊下、階段等の共用部分を有しないものをいう。 

（２）空き長屋等 １戸以上の住戸において居住その他の使用がなされていないことが常態である長屋若しくは共同住宅（全ての住戸にお

いて居住その他の使用がなされていないことが常態であるものを除く。）の居住その他の使用がなされていないことが常態である住戸及

びその敷地又はこれに附属する工作物（立木その他の土地に定着するものを含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又

は管理するものを除く。 

（３）特定空き長屋等 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状

態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが

不適切である状態にあると認められる空き長屋等をいう。 



 （市の責務） 

第３条 市は、この条例の目的を達成するために必要な施策を実施するものとする。 

 （所有者等の責務） 

第４条 空き長屋等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空き長屋等の適切な

管理に努めるものとする。 

 （立入調査等） 

第５条 市長は、空き長屋等の所在及び当該空き長屋等の所有者等を把握するための調査その他空き長屋等に関しこの条例の施行のために

必要な調査を行うことができる。 

２ 市長は、第８条第１項から第３項までの規定の施行に必要な限度において、当該職員又はその委任した者（以下「職員等」という。）に、

空き長屋等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 市長は、前項の規定により職員等を空き長屋等と認められる場所に立ち入らせようとするときは、その５日前までに、当該空き長屋等

の所有者等にその旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでない。 

４ 第２項の規定により空き長屋等と認められる場所に立ち入ろうとする職員等は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があっ

たときは、これを提示しなければならない。 

５ 第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 （空き長屋等の所有者等に関する情報の利用等） 

第６条 市長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であって氏名その他の空き長屋等の所有者等に関す

るものについては、この条例の施行のために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で

利用することができる。 

２ 市長は、この条例の施行のために必要があるときは、関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空き長屋等の所有者等の把握に

関し必要な情報の提供を求めることができる。 



 （所有者等による空き長屋等の適切な管理の促進） 

第７条 市長は、所有者等による空き長屋等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行う

よう努めるものとする。 

 （特定空き長屋等に対する措置） 

第８条 市長は、特定空き長屋等の所有者等に対し、当該特定空き長屋等に関し、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全

を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのあ

る状態にない特定空き長屋等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空き長屋等の状態が改善されないと認めるときは、当該助

言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措

置をとることを勧告することができる。 

３ 市長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった場合において、特に必要があると

認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及

びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び

自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から５日以内に、市長に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を

行うことを請求することができる。 

６ 市長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第３項の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求め

て、公開による意見の聴取を行わなければならない。 

７ 市長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第３項の規定によって命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び

場所を、期日の３日前までに、前項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 



８ 第６項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を提出することができる。 

９ 市長は、第３項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他適切な方法により、その旨を公示しなければならない。 

１０ 前項の標識は、第３項の規定による命令に係る特定空き長屋等に設置することができる。この場合においては、当該特定空き長屋等

の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。 

１１ 第３項の規定による命令については、和泉市行政手続条例（平成９年和泉市条例第１６号）第３章（第１２条及び第１４条を除く。）

の規定は、適用しない。 

 （代執行） 

第９条 市長は、前条第３項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行

しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）の定め

るところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。 

 （緊急安全措置） 

第１０条 市長は、特定空家等又は特定空き長屋等により市民の生命、身体又は財産に被害が及ぶ危険が切迫し、その被害を防止するため

に緊急の必要があると認めるときは、当該特定空家等又は特定空き長屋等に対して、その被害の防止のために必要な最小限度の措置を講

ずることができる。 

２ 市長は、前項の措置を講じたときは、当該措置を講じた特定空家等又は特定空き長屋等の所有者等に対し、当該措置を行った旨を通知

するものとする。ただし、過失がなくて当該措置を講じた特定空家等又は特定空き長屋等の所有者等を確知することができないときは、

その旨を公告するものとする。 

３ 市長は、第１項の措置を講じたときは、当該特定空家等又は特定空き長屋等の所有者等から当該措置に係る費用を徴収するものとする。

ただし、過失がなくて当該特定空家等又は特定空き長屋等の所有者等を確知することができないときその他市長が特別の事情があると認

めるときは、この限りでない。 

 （過料） 



第１１条 第８条第３項の規定による命令に違反した者は、５万円以下の過料に処する。 

２ 第５条第２項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、２万円以下の過料に処する。 

 （委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年６月１日から施行する。 



議案第 ２３ 号 

 

   大阪府福祉医療費助成制度の改正に伴う関係条例の整理に関する条例制定について 

 

 大阪府福祉医療費助成制度の改正に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 大阪府福祉医療費助成制度の改正に伴い、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護者のうち、その保護を停止されている

者が重度障がい者医療、ひとり親家庭医療及びこども医療における助成対象となることから、所要の規定の整備を行う必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   大阪府福祉医療費助成制度の改正に伴う関係条例の整理に関する条例（案） 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、大阪府福祉医療費助成制度の改正に伴い、関係条例を整理することを目的とする。 

 （和泉市重度障がい者の医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第２条 和泉市重度障がい者の医療費の助成に関する条例（昭和４８年和泉市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

新 旧 

 （対象者） 

第２条 略 

２ 対象者のうち次の各号のいずれかに該当する者については、前項

の規定にかかわらず、この条例による助成は行わない。 

（１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護者（そ

の保護を停止されている者を除く。）又は中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支

援給付を受けている者 

（２）～（５）略 

３、４ 略 

 （対象者） 

第２条 略 

２ 対象者のうち次の各号のいずれかに該当する者については、前項

の規定にかかわらず、この条例による助成は行わない。 

（１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護者又は

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）による支援給付を受けている者 

 

（２）～（５）略 

３、４ 略 



 （和泉市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第３条 和泉市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例（昭和５５年和泉市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

新 旧 

 （対象者） 

第２条 略 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、

対象者としない。 

（１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護者（そ

の保護を停止されている者を除く。）又は中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援

給付を受けている者 

（２）～（５）略 

 

 （対象者） 

第２条 略 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、

対象者としない。 

（１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護者又は

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）による支援給付を受けている者 

 

（２）～（５）略 

 

 （和泉市こどもの医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第４条 和泉市こどもの医療費の助成に関する条例（平成５年和泉市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

新 旧 

 （対象者） 

第２条 略 

 （対象者） 

第２条 略 



新 旧 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、

対象者としない。 

（１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護者（そ

の保護を停止されている者を除く。）又は中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援

給付を受けている者 

（２）、（３）略 

３ 略 

 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、

対象者としない。 

（１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護者又は

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）による支援給付を受けている者 

 

（２）、（３）略 

３ 略 

 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 



議案第 ２４ 号 

 

   和泉市こども・子育て会議条例の一部を改正する条例制定について 

 

 和泉市こども・子育て会議条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（令和４年法律第７６号）による子ども・子育て支援法（平成２４年法律

第６５号）の一部改正に伴い発生する条ずれの整備を行う必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   和泉市こども・子育て会議条例の一部を改正する条例（案） 

 

 和泉市こども・子育て会議条例（平成２５年和泉市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

新 旧 

 （設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」

という。）第７２条第１項の規定に基づき、和泉市こども・子育

て会議（以下「こども・子育て会議」という。）を置く。 

 （担任事務） 

第２条 こども・子育て会議は、市長又は教育委員会の諮問に応じて、

法第７２条第１項各号に掲げる事務を処理するほか、本市の子ど

も・子育て支援に関する重要事項について調査審議する。 

 

 （設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」

という。）第７７条第１項の規定に基づき、和泉市こども・子育

て会議（以下「こども・子育て会議」という。）を置く。 

 （担任事務） 

第２条 こども・子育て会議は、市長又は教育委員会の諮問に応じて、

法第７７条第１項各号に掲げる事務を処理するほか、本市の子ど

も・子育て支援に関する重要事項について調査審議する。 

 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 



議案第 ２５ 号 

 

   和泉市任期付市費負担教育職員の給与等の特例に関する条例制定について 

 

 和泉市任期付市費負担教育職員の給与等の特例に関する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 和泉市立中学校における少人数学級編制の実現に向けて、教育職員を一般職の任期付職員として市費負担で採用するに当たり、府費負担

教職員との均衡を図るために、給与等について特例を定める必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   和泉市任期付市費負担教育職員の給与等の特例に関する条例（案） 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、和泉市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が和泉市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成３１年和

泉市条例第３号）第２条第２項の規定により採用された教育職員（以下「市費負担教育職員」という。）について、地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第２４条第５項の規定に基づき、別に条例で定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （給与の特例） 

第２条 和泉市職員の給与に関する条例（昭和３８年和泉市条例第１６号。以下「給与条例」という。）第３条第１項の規定にかかわらず、

市費負担教育職員の給与は、給料並びに扶養手当、地域手当、住居手当、単身赴任手当、通勤手当、特殊勤務手当、夜間勤務手当、宿日

直手当、期末手当、勤勉手当、義務教育等教員特別手当及び退職手当とする。 

２ 給与条例第５条第２項の規定にかかわらず、市費負担教育職員には、別表に定める給料表（以下「給料表」という。）を適用する。 

３ 給与条例第６条第２項の規定にかかわらず、新たに給料表の適用を受ける市費負担教育職員となった者の号給は、教育委員会規則で定

める初任給の基準に従い決定する。 

 （教職調整額） 

第３条 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和４６年法律第７７号）第３条第１項の規定により、市費負

担教育職員にその者の給料月額の１００分の４に相当する額の教職調整額を給与の支給方法に準じて支給する。 

２ 市費負担教育職員に係る給与条例第１０条、第１１条、第１４条の２、第２５条及び第２６条の規定の適用については、前項の教育調

整額は、給料とみなす。 

 （教員特殊業務手当） 



第４条 市費負担教育職員が次に掲げる業務に従事した場合において、当該業務が次項の表の左欄に掲げる業務の区分に応じ、それぞれ同

表の中欄に定める場合に該当するときに、特殊勤務手当として教員特殊業務手当を給与の支給方法に準じて支給する。 

（１）学校の管理下において行う非常災害時等の緊急の業務で次に掲げるもの 

  ア 非常災害時における児童若しくは生徒の保護又は緊急の防災若しくは復旧の業務 

  イ 児童又は生徒の負傷、疾病等に伴う救急の業務 

  ウ 児童又は生徒に対する緊急の補導の業務 

（２）修学旅行、林間学校、臨海学校等（学校が計画し、及び実施するものに限る。）において、児童又は生徒を引率して行う指導の業務で

宿泊を伴うもの 

（３）教育委員会規則で定める対外運動競技等において、児童又は生徒を引率して行う指導の業務で宿泊を伴うもの 

（４）学校の管理下において行われる部活動（正規の教育課程としてのクラブ活動に準ずる活動をいう。）又は補習若しくは講習（正規の教

育課程に基づかない学習指導で、学校が計画し、及び実施するものに限る。）における児童又は生徒に対する指導の業務で、和泉市職員

の勤務時間等に関する条例（昭和３２年和泉市条例第２９号。以下「勤務時間条例」という。）第４条第１項に規定する週休日若しくは

同条例第７条第２項に規定する休日、宿直勤務若しくは日直勤務を命ぜられて当該勤務を行う日又は勤務時間条例第６条の２第１項の

規定により勤務日等に割り振られた勤務時間の全部が超勤代休時間に指定された日（以下「週休日等」という。）に行うもの 

２ 教員特殊業務手当の額は、業務に従事した日１日につき、次の表の左欄に掲げる業務ごとに同表の中欄に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に定める額とする。 

業務 区分 手当の額 

前項第１号に掲げる業務 

 

 

１ 週休日等において、従事した時間が７時間

４５分以上であるとき。 

２ 週休日等以外の日において、正規の勤務時 

前項第１号アに掲げる業務にあっては８，００

０円（被害が特に甚大な非常災害の際に当該業

務が行われた場合（教育委員会規則で定める場 



 

 

 

 

 

間以外に従事した時間が６時間以上であると

き。 

合に限る。）にあっては、その額にその１００

分の１００に相当する額を加算した額）、同号

イ及びウに掲げる業務にあっては７，５００円 

３ 週休日等において、従事した時間が５時間

以上７時間４５分未満であるとき。 

４ 週休日等以外の日において、正規の勤務時

間以外に従事した時間が３時間以上６時間未

満であるとき。 

前項第１号アに掲げる業務にあっては４，００

０円（被害が特に甚大な非常災害の際に当該業

務が行われた場合（教育委員会規則で定める場

合に限る。）にあっては、その額にその１００

分の１００に相当する額を加算した額）、同号

イ及びウに掲げる業務にあっては、３，７５０

円 

前項第２号及び第３号に掲げる業務 その日において、従事した時間が７時間４５分

以上であるとき。 

５，１００円 

前項第４号に掲げる業務 １ 週休日等において、従事した時間が引き続

き４時間以上であるとき。 

３，６００円 

２ 週休日等において、従事した時間が引き続

き２時間以上４時間未満であるとき。 

１，８００円 

 （義務教育等教員特別手当） 

第５条 市費負担教育職員には、義務教育等教員特別手当を給与の支給方法に準じて支給する。 

２ 義務教育等教員特別手当の月額は、２２，９００円を超えない範囲内で、号給の別に応じて、教育委員会規則で定める。 

３ 前２項に定めるもののほか、義務教育等教員特別手当の支給に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

 （宿日直手当の特例） 



第６条 市費負担教育職員に係る給与条例第２３条の規定の適用については、同項中「４，２００円」とあるのは「６，７００円」と、「２，

１００円」とあるのは「３，３５０円」とする。 

 （期末手当の特例） 

第７条 市費負担教育職員に係る給与条例第２５条第３項の規定の適用については、同項中「１００分の６７．５」とあるのは「１００分

の１２０」とする。 

 （勤勉手当の特例） 

第８条 市費負担教育職員に係る給与条例第２６条第２項第２号の規定の適用については、同号中「１００分の４７．５」とあるのは「１

００分の１００」とする。 

 （退職手当の特例） 

第９条 給与条例第３７条第３項の規定に関わらず、市費負担教育職員が退職した場合（給与条例第３８条第１項各号のいずれかに該当す

る場合を除く。）において、その者が退職の日又はその翌日に再び市費負担教育職員となったときは、給与条例第３７条第１項及び第２項

の規定による在職期間の計算については、引き続いて在職したものとみなす。 

 （給与条例の適用除外） 

第１０条 市費負担教育職員には、給与条例第１７条及び第１８条の規定は、適用しない。 

 （部分休業の特例） 

第１１条 市費負担教育職員に係る和泉市職員の育児休業等に関する条例（平成４年和泉市条例第２号）第１０条第１項の規定の適用につ

いては、同項中「３０分」とあるのは「１５分」とする。 

 （休暇の種類の特例） 

第１２条 勤務時間条例第８条各号の規定にかかわらず、市費負担教育職員の休暇の種類は次に掲げるとおりとする。 

（１）年次有給休暇 

（２）特別休暇 



（３）介護休暇 

（４）子育て部分休暇 

 （教育委員会規則への委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

  市費負担教育職員給料表 

号給 給料月額 

 

１ 

円 

１６３，１００ 

２ １６４，６００ 

３ １６６，１００ 

４ １６７，６００ 

５ １６９，３００ 

６ １７１，２００ 

７ １７３，０００ 

８ １７４，８００ 

９ １７６，５００ 

１０ １７８，５００ 



１１ １８０，５００ 

１２ １８２，４００ 

１３ １８４，２００ 

１４ １８６，４００ 

１５ １８８，５００ 

１６ １９０，７００ 

１７ １９２，８００ 

１８ １９５，４００ 

１９ １９７，８００ 

２０ ２００，１００ 

２１ ２０２，６００ 

２２ ２０４，２００ 

２３ ２０５，７００ 

２４ ２０７，３００ 

２５ ２０８，７００ 

２６ ２０９，４００ 

２７ ２１０，１００ 

２８ ２１０，８００ 

２９ ２１１，６００ 

３０ ２１２，７００ 

３１ ２１４，６００ 



３２ ２１６，４００ 

３３ ２１７，８００ 

３４ ２１９，８００ 

３５ ２２１，８００ 

３６ ２２３，８００ 

３７ ２２４，７００ 

３８ ２２６，６００ 

３９ ２２８，５００ 

４０ ２３０，３００ 

４１ ２３２，２００ 

４２ ２３３，９００ 

４３ ２３５，６００ 

４４ ２３７，３００ 

４５ ２３８，２００ 

４６ ２４０，０００ 

４７ ２４１，８００ 

４８ ２４３，６００ 

４９ ２４５，２００ 

５０ ２４６，７００ 

５１ ２４８，２００ 

５２ ２４９，４００ 



５３ ２５０，４００ 

５４ ２５１，９００ 

５５ ２５３，４００ 

５６ ２５４，８００ 

５７ ２５５，９００ 

５８ ２５７，２００ 

５９ ２５８，４００ 

６０ ２５９，６００ 

６１ ２６０，９００ 

６２ ２６２，３００ 

６３ ２６３，６００ 

６４ ２６４，９００ 

６５ ２６５，９００ 

６６ ２６７，４００ 

６７ ２６８，９００ 

６８ ２７０，４００ 

６９ ２７１，８００ 

７０ ２７３，２００ 

７１ ２７４，６００ 

７２ ２７６，０００ 

７３ ２７６，９００ 



７４ ２７８，２００ 

７５ ２７９，５００ 

７６ ２８０，８００ 

７７ ２８２，１００ 

７８ ２８３，３００ 

７９ ２８４，４００ 

８０ ２８５，５００ 

８１ ２８６，６００ 

８２ ２８７，８００ 

８３ ２８９，０００ 

８４ ２９０，２００ 

８５ ２９１，１００ 

８６ ２９２，１００ 

８７ ２９３，１００ 

８８ ２９４，１００ 

８９ ２９４，９００ 

９０ ２９５，８００ 

９１ ２９６，７００ 

９２ ２９７，６００ 

９３ ２９８，０００ 

９４ ２９８，８００ 



９５ ２９９，６００ 

９６ ３００，４００ 

９７ ３０１，３００ 

９８ ３０２，１００ 

９９ ３０２，９００ 

１００ ３０３，７００ 

１０１ ３０４，５００ 

１０２ ３０５，０００ 

１０３ ３０５，５００ 

１０４ ３０５，９００ 

１０５ ３０６，１００ 

１０６ ３０６，３００ 

１０７ ３０６，６００ 

１０８ ３０６，８００ 

１０９ ３０７，０００ 

１１０ ３０７，３００ 

１１１ ３０７，５００ 

１１２ ３０７，８００ 

１１３ ３０８，０００ 

１１４ ３０８，３００ 

１１５ ３０８，６００ 



１１６ ３０８，９００ 

１１７ ３０９，１００ 

１１８ ３０９，４００ 

１１９ ３０９，７００ 

１２０ ３０９，９００ 

１２１ ３１０，１００ 

１２２ ３１０，３００ 

１２３ ３１０，５００ 

１２４ ３１０，７００ 

１２５ ３１０，９００ 

 



議案第 ２６ 号 

 

   和泉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例制定について 

 

 和泉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６３号）の一部改正に伴い、所要の規定の整備を行う

必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   和泉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（案） 

 

 和泉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年和泉市条例第３６号）の一部を次のように改正す

る。 

 次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

新 旧 

 （非常災害対策） 

第６条 略 

 （安全計画の策定等） 

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図

るため、放課後児童健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育

成事業所の設備の安全点検、職員、利用者等に対する事業所外での

活動、取組等を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の

日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放

課後児童健全育成事業所における安全に関する事項についての計

画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安

全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周

知するとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければな

 （非常災害対策） 

第６条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新 旧 

らない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護

者との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組

の内容等について周知しなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行

い、必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。 

 （自動車を運行する場合の所在の確認） 

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活

動、取組等のための移動その他の利用者の移動のために自動車を運

行するときは、利用者の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用者

の所在を確実に把握することができる方法により、利用者の所在を

確認しなければならない。 

 （虐待等の禁止） 

第１２条 略 

 （業務継続計画の策定等） 

第１２条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事

業所ごとに、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する

支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の

業務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （虐待等の禁止） 

第１２条 略 

 

 

 

 

 

 



新 旧 

よう努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画につい

て周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう

努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを

行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとす

る。 

 （衛生管理等） 

第１３条 略 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所におい

て感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、職員に対

し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに

感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する

よう努めなければならない。 

３ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （衛生管理等） 

第１３条 略 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所におい

て感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。 

 

 

３ 略 

  

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 



 （安全計画の策定等に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、この条例による改正後の和泉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例第６条の２の規定の適用については、同条第１項中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、同

条第２項中「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、同条第３項中「周知しなければ」とあるのは「周知するよ

う努めなければ」とする。 



議案第 ２７ 号 

 

   和泉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例制定について 

 

 和泉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）の一部改正に伴い、所要の規定の整備を行う必要が

ある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   和泉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（案） 

 

第１条 和泉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年和泉市条例第３５号）の一部を次のように改正す

る。 

  次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

新 旧 

 （非常災害対策） 

第７条 略 

 （安全計画の策定等） 

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図る

ため、家庭的保育事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備

の安全点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外での活動、取組

等を含めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活におけ

る安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所

等における安全に関する事項についての計画（以下この条において

「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置

を講じなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知する

とともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならな

 （非常災害対策） 

第７条 略 
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い。 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者

との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の

内容等について周知しなければならない。 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要

に応じて安全計画の変更を行うものとする。 

 （自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活

動、取組等のための移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車

を運行するときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他

の利用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法により、利

用乳幼児の所在を確認しなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業所を除く。）は、利用

乳幼児の送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席

並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席

を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用

乳幼児の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を

日常的に運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の利用

乳幼児の見落としを防止する装置を備え、これを用いて前項に定め

る所在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければな
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らない。 

 （他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基

準） 

第１０条 家庭的保育事業所等は、他の社会福祉施設等を併せて設置

するときは、その行う保育に支障がない場合に限り、必要に応じ当

該家庭的保育事業所等の設備及び職員の一部を併せて設置する他

の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねることができる。 

 

 

 （衛生管理等） 

第１４条 略 

２ 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等において感染症又は

食中毒が発生し、又はまん延しないように、職員に対し、感染症及

び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予

防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するよう努めな

ければならない。 

３～５ 略 

  

 

 （他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基

準） 

第１０条 家庭的保育事業所等は、他の社会福祉施設等を併せて設置

するときは、必要に応じ当該家庭的保育事業所等の設備及び職員の

一部を併せて設置する他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ね

ることができる。ただし、保育室及び各事業所に特有の設備並びに

利用乳幼児の保育に直接従事する職員については、この限りでな

い。 

 （衛生管理等） 

第１４条 略 

２ 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等において感染症又は

食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

 

 

３～５ 略 

  

第２条 和泉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を次のように改正する。 

  次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 



新 旧 

 

第１３条 削除 

 

 

 

  

 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第１３条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に対し法第４７条第３

項の規定により懲戒に関しその利用乳幼児の福祉のために必要な

措置をとるときは、身体的苦痛を与え、人格を辱める等その権限を

濫用してはならない。 

  

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は公布の日から施行する。 

 （自動車を運行する場合の所在の確認に係る経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の和泉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第７条の３第２項の規定の適用につい

ては、家庭的保育事業者等において利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合であって、当該自動車に同項に規定す

るブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置（以下この条において「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用い

ることにつき困難な事情があるときは、令和６年３月３１日までの間、当該自動車にブザー等を備えないことができる。この場合におい

て、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する家庭的保育事業者等は、ブザー等の設置に代わる措置を講じて利用乳幼児

の所在の確認を行わなければならない。 



議案第 ２８ 号 

 

   和泉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例制定について 

 

 和泉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）

の一部改正に伴い、所要の規定の整備を行うとともに、こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（令和４年法律第７

６号）による子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）及び学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の一部改正に伴い発生する条

項ずれの整備を行う必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   和泉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（案） 

 

第１条 和泉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成２６年和泉市条例第３４号）の一部を

次のように改正する。 

  次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

新 旧 

 

第２６条 削除 

 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第２６条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定こども園及び保育所

に限る。以下この条において同じ。）の長たる特定教育・保育施設

の管理者は、教育・保育給付認定子どもに対し児童福祉法第４７条

第３項の規定により懲戒に関しその教育・保育給付認定子どもの福

祉のために必要な措置をとるときは、身体的苦痛を与え、人格を辱

める等その権限を濫用してはならない。 

 

第２条 和泉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を次のように改正する。 

  次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

新 旧 

 （利用定員） 

第４条 略 

 （利用定員） 

第４条 略 
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２ 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる特定教育・保育施設の

区分に応じ、当該各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利

用定員を定めるものとする。ただし、法第１９条第３号に掲げる小

学校就学前子どもの区分にあっては、満１歳に満たない小学校就学

前子ども及び満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して定める

ものとする。 

（１）認定こども園 法第１９条各号に掲げる小学校就学前子どもの

区分 

（２）幼稚園 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

 

（３）保育所 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分

及び同条第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 略 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この

項において同じ。）は、利用の申込みに係る法第１９条第１号に掲

げる小学校就学前子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用し

ている同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの総数が、当該特定教育・保育施設の同号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合におい

２ 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる特定教育・保育施設の

区分に応じ、当該各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利

用定員を定めるものとする。ただし、法第１９条第１項第３号に掲

げる小学校就学前子どもの区分にあっては、満１歳に満たない小学

校就学前子ども及び満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して

定めるものとする。 

（１）認定こども園 法第１９条第１項各号に掲げる小学校就学前子

どもの区分 

（２）幼稚園 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども

の区分 

（３）保育所 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ども

の区分及び同項第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 略 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この

項において同じ。）は、利用の申込みに係る法第１９条第１項第１

号に掲げる小学校就学前子ども及び当該特定教育・保育施設を現に

利用している同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもの総数が、当該特定教育・保育施設の同号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合



新 旧 

ては、抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、当該特定教

育・保育施設の設置者の教育・保育に関する理念、基本方針等に基

づく選考その他公正な方法により選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この

項において同じ。）は、利用の申込みに係る法第１９条第２号又は

第３号に掲げる小学校就学前子ども及び当該特定教育・保育施設を

現に利用している同条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、当該特定教

育・保育施設の同条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子ども

の区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、教育・保育

給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、

保育を受ける必要性が高いと認められる教育・保育給付認定子ども

が優先的に利用できるよう、選考するものとする。 

４、５ 略 

 （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 略 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この

項において同じ。）は、法第１９条第２号又は第３号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る当該特

定教育・保育施設の利用について児童福祉法第２４条第３項（同法

においては、抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、当該

特定教育・保育施設の設置者の教育・保育に関する理念、基本方針

等に基づく選考その他公正な方法により選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この

項において同じ。）は、利用の申込みに係る法第１９条第１項第２

号又は第３号に掲げる小学校就学前子ども及び当該特定教育・保育

施設を現に利用している同項第２号又は第３号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、当該特

定教育・保育施設の同項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子

どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、教育・

保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案

し、保育を受ける必要性が高いと認められる教育・保育給付認定子

どもが優先的に利用できるよう、選考するものとする。 

４、５ 略 

 （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 略 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この

項において同じ。）は、法第１９条第１項第２号又は第３号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る

当該特定教育・保育施設の利用について児童福祉法第２４条第３項



新 旧 

第７３条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の

規定により市町村が行う調整及び要請に対し、できる限り協力しな

ければならない。 

 （受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を求められた

場合は、必要に応じて、教育・保育給付認定保護者の提示する支給

認定証（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交付を受けてい

ない場合にあっては、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年

内閣府令第４４号）第７条第２項に規定する通知）によって、教育・

保育給付認定の有無、教育・保育給付認定子どもの該当する法第１

９条各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、教育・保育給付認定

の有効期間及び保育必要量等を確かめるものとする。 

 （利用者負担額等の受領） 

第１３条 略 

２、３ 略 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほか、特定教

育・保育において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる

費用の額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けることができ

る。 

（１）、（２）略 

（同法第７３条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の規定により市町村が行う調整及び要請に対し、できる限り

協力しなければならない。 

 （受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を求められた

場合は、必要に応じて、教育・保育給付認定保護者の提示する支給

認定証（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交付を受けてい

ない場合にあっては、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年

内閣府令第４４号）第７条第２項に規定する通知）によって、教育・

保育給付認定の有無、教育・保育給付認定子どもの該当する法第１

９条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、教育・保育給

付認定の有効期間及び保育必要量等を確かめるものとする。 

 （利用者負担額等の受領） 

第１３条 略 

２、３ 略 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほか、特定教

育・保育において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる

費用の額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けることができ

る。 

（１）、（２）略 
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（３）食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

  ア 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育給付認

定子どものうち、その教育・保育給付認定保護者及び当該教

育・保育給付認定保護者と同一の世帯に属する者に係る市町村

民税所得割合算額がそれぞれ（ア）又は（イ）に定める金額未

満であるものに対する副食の提供 

  （ア）法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども ７７，１０１円 

  （イ）法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ども

を除く。イ（イ）において同じ。） ５７，７００円（子ど

も・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号）第４

条第２項第６号に規定する特定教育・保育給付認定保護者に

あっては、７７，１０１円） 

  イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育給付認

定子どものうち、負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修

了前子ども（小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学

校の小学部の第１学年から第３学年までに在籍する子どもを

いう。以下イにおいて同じ。）が同一の世帯に３人以上いる場

合にそれぞれ（ア）又は（イ）に定める者に該当するものに対

（３）食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

  ア 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育給付認

定子どものうち、その教育・保育給付認定保護者及び当該教

育・保育給付認定保護者と同一の世帯に属する者に係る市町村

民税所得割合算額がそれぞれ（ア）又は（イ）に定める金額未

満であるものに対する副食の提供 

  （ア）法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども ７７，１０１円 

  （イ）法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定

子どもを除く。イ（イ）において同じ。） ５７，７００円

（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号）

第４条第２項第６号に規定する特定教育・保育給付認定保護

者にあっては、７７，１０１円） 

  イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育給付認

定子どものうち、負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修

了前子ども（小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学

校の小学部の第１学年から第３学年までに在籍する子どもを

いう。以下イにおいて同じ。）が同一の世帯に３人以上いる場

合にそれぞれ（ア）又は（イ）に定める者に該当するものに対
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する副食の提供（アに該当するものを除く。） 

  （ア）法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学

校第３学年修了前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年

長者である者を除く。）である者 

  （イ）法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのう

ち最年長者及び２番目の年長者である者を除く。）である者 

 

  ウ 略 

（４）、（５）略 

５、６ 略 

 （特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の区分に応

じ、当該各号に定めるものに基づき、小学校就学前子どもの心身の

状況等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなければなら

ない。 

（１）、（２）略 

（３）幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法（昭和２２年法律第２６

号）第２５条第１項の規定に基づき文部科学大臣が定める幼稚園

する副食の提供（アに該当するものを除く。） 

  （ア）法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又

は小学校第３学年修了前子ども（そのうち最年長者及び２番

目の年長者である者を除く。）である者 

  （イ）法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども

（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を除く。）

である者 

  ウ 略 

（４）、（５）略 

５、６ 略 

 （特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の区分に応

じ、当該各号に定めるものに基づき、小学校就学前子どもの心身の

状況等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなければなら

ない。 

（１）、（２）略 

（３）幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法（昭和２２年法律第２６

号）第２５条の規定に基づき文部科学大臣が定める幼稚園の教育
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の教育課程その他の教育内容に関する事項をいう。） 

（４）略 

２ 略 

 （運営規程） 

第２０条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営についての

重要事項に関する規程（第２３条において「運営規程」という。）

を定めておかなければならない。 

（１）～（３）略 

（４）特定教育・保育の提供を行う日（法第１９条第１号に掲げる小

学校就学前子どもの区分に係る利用定員を定めている施設にあ

っては、学期を含む。以下この号において同じ。）及び時間並び

に特定教育・保育の提供を行わない日 

（５）～（１１）略 

 （特別利用保育の基準） 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条において

同じ。）が法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもに対し特別利用保育を提供する場合に

は、法第３４条第１項第３号に規定する基準を遵守しなければなら

ない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用保育を提供す

課程その他の教育内容に関する事項をいう。） 

（４）略 

２ 略 

 （運営規程） 

第２０条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営についての

重要事項に関する規程（第２３条において「運営規程」という。）

を定めておかなければならない。 

（１）～（３）略 

（４）特定教育・保育の提供を行う日（法第１９条第１項第１号に掲

げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員を定めている施

設にあっては、学期を含む。以下この号において同じ。）及び時

間並びに特定教育・保育の提供を行わない日 

（５）～（１１）略 

 （特別利用保育の基準） 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条において

同じ。）が法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもに対し特別利用保育を提供する

場合には、法第３４条第１項第３号に規定する基準を遵守しなけれ

ばならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用保育を提供す



新 旧 

る場合には、当該特別利用保育に係る法第１９条第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども及び当該特

定教育・保育施設を現に利用している同条第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、第４条

第２項第３号の規定により定められた法第１９条第２号に掲げる

小学校就学前子どもに係る利用定員の総数を超えないものとする。 

 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用保育を提供

する場合には、特定教育・保育には特別利用保育を、施設型給付費

には特例施設型給付費（法第２８条第１項の特例施設型給付費をい

う。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、本

章（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。

この場合において、第６条第２項中「認定こども園又は幼稚園」と

あるのは「特別利用保育を提供している施設」と、「同号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する」とあるのは「同号又は同条第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する」と、第１３条第２項中「法

第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項

第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、

同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」とある

のは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を除

る場合には、当該特別利用保育に係る法第１９条第１項第１号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども及び

当該特定教育・保育施設を現に利用している同項第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、

第４条第２項第３号の規定により定められた法第１９条第１項第

２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員の総数を超えな

いものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用保育を提供

する場合には、特定教育・保育には特別利用保育を、施設型給付費

には特例施設型給付費（法第２８条第１項の特例施設型給付費をい

う。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、本

章（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。

この場合において、第６条第２項中「認定こども園又は幼稚園」と

あるのは「特別利用保育を提供している施設」と、「同号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する」とあるのは「同号又は同項第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する」と、第１３条第２項中「法

第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項

第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、

同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」とある

のは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を除
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く。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」とある

のは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含

む。）」とする。 

 （特別利用教育の基準） 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下この条において

同じ。）が法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもに対し、特別利用教育を提供する場合

には、法第３４条第１項第２号に規定する基準を遵守しなければな

らない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用教育を提供す

る場合には、当該特別利用教育に係る法第１９条第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども及び当該特

定教育・保育施設を現に利用している同条第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、第４条

第２項第２号の規定により定められた法第１９条第１号に掲げる

小学校就学前子どもに係る利用定員の総数を超えないものとする。 

 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用教育を提供

する場合には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費

には特例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、本章（第６条

く。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」とある

のは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含

む。）」とする。 

 （特別利用教育の基準） 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下この条において

同じ。）が法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもに対し、特別利用教育を提供す

る場合には、法第３４条第１項第２号に規定する基準を遵守しなけ

ればならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用教育を提供す

る場合には、当該特別利用教育に係る法第１９条第１項第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども及び

当該特定教育・保育施設を現に利用している同項第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、

第４条第２項第２号の規定により定められた法第１９条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員の総数を超えな

いものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用教育を提供

する場合には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費

には特例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、本章（第６条
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第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合に

おいて、第６条第２項中「第１９条第１号」とあるのは「第１９条

第２号」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する」とあ

るのは「同条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する」と、

第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるの

は「法第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算

定した費用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用

教育を受ける者を含む。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育給付

認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教

育を受ける者を除く。）」とする。 

 （利用定員） 

第３７条 略 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の種類及び当該特定地

域型保育の種類に係る特定地域型保育事業を行う事業所（以下「特

定地域型保育事業所」という。）ごとに、法第１９条第３号に掲げ

る小学校就学前子どもに係る利用定員（事業所内保育事業を行う事

業所にあっては、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準第

４２条の規定を踏まえ、その雇用する労働者の監護する小学校就学

前子どもを保育するため当該事業所内保育事業を自ら施設を設置

第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合に

おいて、第６条第２項中「第１９条第１項第１号」とあるのは「第

１９条第１項第２号」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する」とあるのは「同項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する」と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる

額」とあるのは「法第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が定める

基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども

（特別利用教育を受ける者を含む。）」と、同号イ（イ）中「教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特

別利用教育を受ける者を除く。）」とする。 

 （利用定員） 

第３７条 略 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の種類及び当該特定地

域型保育の種類に係る特定地域型保育事業を行う事業所（以下「特

定地域型保育事業所」という。）ごとに、法第１９条第１項第３号

に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員（事業所内保育事業を

行う事業所にあっては、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準第４２条の規定を踏まえ、その雇用する労働者の監護する小学

校就学前子どもを保育するため当該事業所内保育事業を自ら施設
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して行う事業主に係る当該小学校就学前子ども（当該事業所内保育

事業が、事業主団体に係るものにあっては事業主団体の構成員であ

る事業主の雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもとし、共

済組合等（児童福祉法第６条の３第１２項第１号ハに規定する共済

組合等をいう。）に係るものにあっては共済組合等の構成員（同号

ハに規定する共済組合等の構成員をいう。）の監護する小学校就学

前子どもとする。）及びその他の小学校就学前子どもごとに定める

法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員と

する。）を、満１歳に満たない小学校就学前子どもと満１歳以上の

小学校就学前子どもに区分して定めるものとする。 

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第３９条 略 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第１９条第３号

に掲げる小学校就学前子ども及び特定地域型保育事業所を現に利

用している満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子

どもを除く。以下この章において同じ。）の総数が、当該特定地域

型保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利

用定員の総数を超える場合においては、教育・保育給付認定に基づ

き、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必

要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利

を設置して行う事業主に係る当該小学校就学前子ども（当該事業所

内保育事業が、事業主団体に係るものにあっては事業主団体の構成

員である事業主の雇用する労働者の監護する小学校就学前子ども

とし、共済組合等（児童福祉法第６条の３第１２項第１号ハに規定

する共済組合等をいう。）に係るものにあっては共済組合等の構成

員（同号ハに規定する共済組合等の構成員をいう。）の監護する小

学校就学前子どもとする。）及びその他の小学校就学前子どもごと

に定める法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに

係る利用定員とする。）を、満１歳に満たない小学校就学前子ども

と満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して定めるものとする。 

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第３９条 略 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第１９条第１項

第３号に掲げる小学校就学前子ども及び特定地域型保育事業所を

現に利用している満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育

認定子どもを除く。以下この章において同じ。）の総数が、当該特

定地域型保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に

係る利用定員の総数を超える場合においては、教育・保育給付認定

に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受

ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先
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用できるよう、選考するものとする。 

３、４ 略 

 （特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特別利

用地域型保育を提供する場合には、法第４６条第１項に規定する地

域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育

を提供する場合には、当該特別利用地域型保育に係る法第１９条第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども及び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳未満保

育認定子ども（次条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供

する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第１

９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもを含む。）の総数が、第３７条第２項の規定により定め

られた利用定員の総数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保

育を提供する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育

を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第３０条第１

項の特例地域型保育給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、

的に利用できるよう、選考するものとする。 

３、４ 略 

 （特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１項第１号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し

特別利用地域型保育を提供する場合には、法第４６条第１項に規定

する地域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育

を提供する場合には、当該特別利用地域型保育に係る法第１９条第

１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳

未満保育認定子ども（次条第１項の規定により特定利用地域型保育

を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる

法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が、第３７条第２項の

規定により定められた利用定員の総数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保

育を提供する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育

を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第３０条第１

項の特例地域型保育給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、
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それぞれ含むものとして、この章（第４０条第２項を除き、前条に

おいて準用する第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を

除く。）、第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３３条ま

でを含む。次条第３項において同じ。）の規定を適用する。この場

合において、第３９条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第

３号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「利用の申込みに係

る法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども」と、「満３歳未

満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下こ

の章において同じ。）」とあるのは「法第１９条第１号又は第３号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

（第５２条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場

合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもを含む。）」と、「教育・保育給付認定に基づき、保育の必要

の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認

められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用できるよう、」

とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、当該

特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に基づく選

考その他公正な方法により」と、第４３条第１項中「教育・保育給

付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別利用

それぞれ含むものとして、この章（第４０条第２項を除き、前条に

おいて準用する第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を

除く。）、第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３３条ま

でを含む。次条第３項において同じ。）の規定を適用する。この場

合において、第３９条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第

１項第３号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「利用の申込

みに係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども」

と、「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ども

を除く。以下この章において同じ。）」とあるのは「法第１９条第

１項第１号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども（第５２条第１項の規定により特定利用地

域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対

象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）」と、「教育・保育

給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、

保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子ど

もが優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを受け

た順序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関

する理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方法により」と、

第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・
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地域型保育の対象となる法第１９条第１号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付

認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１

号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第２号の内閣総理大

臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第３項中「前２

項」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるのは「前

２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供

（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する

費用」と、同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする。 

 

 （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９条第２号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特定利

用地域型保育を提供する場合には、法第４６条第１項に規定する地

域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用地域型保育

を提供する場合には、当該特定利用地域型保育に係る法第１９条第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども及び特定地域型保育事業所を現に利用している同条第３号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象となる法第１９条

第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」と、同

条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法

第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、

同条第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」

とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第１３条第４項第３号ア

又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と、同条第５項中「前

各項」とあるのは「前３項」とする。 

 （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１項第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し

特定利用地域型保育を提供する場合には、法第４６条第１項に規定

する地域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用地域型保育

を提供する場合には、当該特定利用地域型保育に係る法第１９条第

１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用している同項第

３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子
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（前条第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合に

あっては、当該特別利用地域型保育の対象となる法第１９条第１号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

を含む。）の総数が、第３７条第２項の規定により定められた利用

定員の総数を超えないものとする。 

３ ３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地域

型保育を提供する場合には、特定地域型保育には特定利用地域型保

育を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含

むものとして、この章の規定を適用する。この場合において、第４

３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保

育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係る教育・保育

給付認定保護者に限る。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項

第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３号の内閣総

理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項中「掲

げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域

型保育の対象となる特定満３歳以上保育認定子どもに対するもの

及び満３歳以上保育認定子ども（令第４条第１項第２号に規定する

満３歳以上保育認定子どもをいう。）に係る第１３条第４項第３号

ども（前条第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合

にあっては、当該特別利用地域型保育の対象となる法第１９条第１

項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子どもを含む。）の総数が、第３７条第２項の規定により定めら

れた利用定員の総数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地域型保

育を提供する場合には、特定地域型保育には特定利用地域型保育

を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含む

ものとして、この章の規定を適用する。この場合において、第４３

条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育

給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第１

項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係る教育・

保育給付認定保護者に限る。）」と、同条第２項中「法第２９条第

３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３号の内

閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項

中「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（特定利

用地域型保育の対象となる特定満３歳以上保育認定子どもに対す

るもの及び満３歳以上保育認定子ども（令第４条第１項第２号に規

定する満３歳以上保育認定子どもをいう。）に係る第１３条第４項
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ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」とする。 

 

第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」とする。 

 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和５年４月１日から施行する。 



議案第 ２９ 号 

 

   和泉市美術館条例の一部を改正する条例制定について 

 

 和泉市美術館条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）の一部改正に伴い、所要の規定の整備を行う必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 



和泉市条例第   号 

 

   和泉市美術館条例の一部を改正する条例（案） 

 

 和泉市美術館条例（昭和５７年和泉市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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 （設置） 

第１条 美術に対しての知識及び教養の向上並びに芸術の創造及び

普及に資する施設として、次のとおり美術館を設置する。 

 

 

  名称 和泉市久保惣記念美術館 

  位置 和泉市内田町三丁目６番１２号 

 

 （設置） 

第１条 美術に対しての知識及び教養の向上並びに芸術の創造及び

普及に資する施設として、和泉市は、博物館法（昭和２６年法律第

２８５号。以下「法」という。）第１８条の規定に基づき、次のと

おり美術館を設置する。 

  名称 和泉市久保惣記念美術館 

  位置 和泉市内田町三丁目６番１２号 

  

 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 


